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4 この事業に関わる職員数（毎年度４月１日時点）

令和６年（2024年）度行政評価シート【個表】

評価対象事業 評価者

共生-19
平和推進事業

自治事務 主管課 文化課

法定受託事務 関連課

文化課長　　島田　義正

総合計画上
の位置付け 分野 平和 施策の方針 1-(1)-①平和意識の醸成

市民等

平和都市宣言及び市民憲章の精神に基づき、市民の平和意識の醸成を図るとともに基本的人権に対する考えを定
着させるため。
平和について考えるきっかけを多くの市民に提供し、平和を基調にした世界に誇れるまちづくりを図る。

・市内小学校５校において戦争体験等の出前講話「平和」を実施した。
・８月・12月に鎌倉駅地下道ギャラリー及び市役所本庁舎ロビー等にて、鎌倉ゆかりの文学者等による平和への想いを綴ったパネル展示（へいわの学
校（文学の時間））を実施した。
・鎌倉生涯学習センターホールにて、戦争・平和をテーマとした映画上映会及び市内において平和に関する活動を行う団体を招いたディスカッション（へ
いわの学校（映画の時間））を実施した。
・鎌倉芸術館集会室において、学識者を招き、平和学について学ぶ講演会（へいわの学校（学問の時間））を実施した。
・市内在住の歴史研究家を招き、市内の戦争遺跡を巡るフィールドワーク（へいわの学校（遠足の時間））を実施した。
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事務事業
実施した主な事業
（主な経費等）

指標（単位）

令和５年度 令和６年度

達成度指標（実績値／目標値） 指標（目標値）

事業費（決算／当初）（千円） 予算額（千円）

平和推進事業 出前講話事業講師謝
礼

出前講話参加人数
（人）

1,084 2,500 1,500
43.4%

100 300 300

へいわの学校事業 報償費、印刷製本費、
委託料　等

参加人数（人） 232 50 250
464.0%

589 912 1,154

関係団体負担金 日本非核宣言自治体
協議会負担金 -

- - -
-

60 60 60

地方債

その他特定財源

一般財源 749 1272 1,514

事業費の合計　（千円） 749 1,272 1,514

人件費　（千円） 7,596 7,793

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源
内訳

国県支出金

会計年度任用職員 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

正規職員等 0.9 1.4 1.0 1.0 1.0



5 評価結果

(１) 最小事業評価
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(２) 視点別評価

(３) 総合評価 ※最小事業評価を踏まえて、今年度以降の取組方針等を記載する

■ □ □ □ □

【参考】

◎事業実施に係る主な指標

枝
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号

事務事業
指標分析の推移、
目標未達の理由

上位施策にどう寄与したか、
構成する事業としての妥当性

事業実施上の課題、改善点

平和推進事業 教育委員会に対し、活用促進の
ための周知を実施しているが、
学校からの希望が前年度と比較
して減少したことから、目標達成
には至らなかった。

平和都市宣言及び市民憲章
の精神に基づき、市民の平和
意識の醸成に寄与するととも
に、基本的人権に対する考え
を定着させるため。

教育委員会とも連携し、次世代を
担う若年層への周知を行い、共感
を得て、自分事化することのでき
る事業実施へ向け、検討を行う。

へいわの学校事業 へいわの学校事業として、分野
を拡大し複数回実施したことか
ら、多くの参加者が集まり、目標
達成に至った。

平和都市宣言及び市民憲章
の精神に基づき、市民の平和
意識の醸成に寄与するととも
に、基本的人権に対する考え
を定着させるため。

次世代を担う若年層の共感を得
て、自分事化することのできる事
業実施へ向け、検討を行う。

関係団体負担金

-

平和都市宣言及び市民憲章
の精神に基づき、市民の平和
意識の醸成に寄与するととも
に、基本的人権に対する考え
を定着させるため。

-

公平性 受益者負担は公正・公平か △.負担未導入 △-1　今後、負担の導入を検討すべき事業がある

3　統合できる事業はない

妥当性
各事業の実施に対する市民ニーズはあるか 1　市民ニーズは変わらずにある

民間によるサービスで代替できる事業はないか 3　民間によるサービスで代替できる事業はない

効率性

事業費の削減余地はないか 1　事業費の削減余地はない

事業の外部化（民営化・業務委託等）はできないか 2　外部化に向けて検討できる事業がある

関連・類似する事業の統合はできないか

有効性 事業の上位施策に向けた貢献度はどうか 2　目的達成のために手段（最小事業）を改善する余地がある

【今後の方針】 拡充 改善・変更 現状維持 縮小 休止・廃止

協働 市民等と協働して事業を展開しているか △.協働未実施

△-1　今後、市民等との協働による事業を検討すべき事業がある

協働実施済の場合のパートナー

令和６年度も引き続き、市が事業の企画・実施を行うことを基本として、一部の事業を市民等との協働により事業を展
開し、次世代を担う若年層の共感・参画を得ながら、若い世代が平和の大切さを知り、自ら考え、行動できるような事
業に取り組み、周知啓発を継続し、より多くの人に平和意識を浸透させ、裾野を広げていく。
将来的には、市主体の事業手法を基礎に、社会情勢の変化を見極めながら、市民等との共創による事業手法も選択
肢の一つとして、平和推進事業のより効果的な実施を目指す。

指標（単位） 単位

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

目標値

指標（単位） 単位

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度

達成率

実績値

R5年度 R6年度 R7年度

目標値

 達成率  

実績値



◎他市比較・ベンチマーク（県内外自治体など他自治体や民間団体との比較値）

比較事項 平和推進事業の事業主体（実行委員会の設置状況）(令和5年度)

団体名 鎌倉市 藤沢市 横須賀市 茅ケ崎市 平塚市 逗子市 小田原市 大和市

他市実績
市 実行委員会 市 市 市及び実行委員会 実行委員会 市 実行委員会

当該事業実施に伴う
他市比較に関する考え方

本市では、平成８年度から市民との協働（公募による市民で構成された実行委員会）による平和推進実行委員会が、事
業の企画・運営を行ってきたが、新型コロナウィルスの感染拡大による、新しい生活様式への対応など、社会情勢が大き
く変化する中、従来の市民参加の手法を見直すこと等の理由から、令和３年３月末の任期をもって市民委員の公募を休
止することとした。将来的な事業の在り方、手法については、社会情勢の変化や他市の事業手法も参考にして、より効
果的な方法を検討していく。


